
座談会　理化学研究所による研究報告書

「ＡＩ等のテクノロジーの進化が公認会計士業務に及ぼす影響」の解説

1.	 はじめに

結城　2022年１月26日付けで、国立研
究開発法人理化学研究所（以下「理研」と
いいます。）による研究報告書「AI等のテ
クノロジーの進化が公認会計士業務に及
ぼす影響」（以下「研究報告書」といいま
す。）が公表されました。研究報告書にお
いては、公認会計士が実施する業務のう
ち監査業務に焦点を当てて、AI等のテク

ノロジーを活用することによってどの程
度生産性が向上するのかというテーマの
下、詳細な分析を行っております。研究報
告書の内容は、将来の公認会計士像を展
望する上で、非常に有益な内容になって
いると考えられるため、このたび座談会を
開催することとしました。本日は、理研の
立場から本研究に携わった星野崇宏先生
と上野雄史先生、日本公認会計士協会

（以下「協会」といいます。）の立場から本

研究に協力した紫垣昌利ＩＴ委員会委員
長をお迎えしておりますので、私、監査・
保証及びＩＴ担当常務理事の結城の司会
の下、議論を進めさせていただきたいと
思います。

2.	 本研究の背景

結城　それでは、まず、本研究を実施す
るに至った背景について振り返ってまい
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りたいと思います。もともとこのお話は理
研側からご提案いただいたものでしたね。
星野　そうですね。我々は理研のAIPセ
ンターというところに所属しているので
すが、このAIPセンターは、革新的な人工
知能基盤技術を開発し、それを応用する
ことにより科学研究の進歩や実社会にお
ける課題解決に貢献することを目的とし
て活動しています。AIPセンターでは、AI
の普及によって生じる社会的問題に関し
ても研究を行っていますが、「AIは何でも
できる、AIによって仕事が奪われる」とい
うような論調によって、世間の過度な期
待と不安を生んでいるのではないかと危
惧していました。AIPセンターとしては、
こうした期待ギャップを解消するととも
に、各職種へのAIによる影響を適切に評
価することで、効果的な労働政策・教育
政策の策定に役立てたいと考え、まずは
協会にお声がけさせていただきまして、
公認会計士を対象とした研究を実施する
こととしました。
上野　公認会計士業界におけるAIの影
響に関しては、Frey and Osborne（2013）
の「THE FUTURE OF EMPLOYMENT: 
HOW SUSCEPTIBLE ARE JOBS TO 
COMPUTERISATION?」の中で、会

計・財務は容易に代替可能との結論が導
き出されたことが有名で、日本でも大きく
喧伝されました。しかしながら、この論文
は業務内容を精査して分析が行われたわ
けではなく、科学的な根拠にも乏しいな
ど、学術的な観点からは有用ではない内
容となっていました。各職種に対するAI
の影響を評価するためには、職務内容を
適切に理解した上で、実証的な研究手法
を用いる必要がありますが、本研究では
その点を重視して調査設計しています。
紫垣　本研究のお話を頂戴した当時は、

「AIによって公認会計士業務が代替され
る」というような議論がよく聞かれていま
したね。当然、実務を行っている我々から
すれば完全な誤解であると分かるわけで
すが、残念ながら公認会計士が実施して
いる業務そのものが一般の方々には馴染
みが薄く、こうした誤解が生まれたのかも
しれません。協会の立場からは、こうした
世間の誤解を解消するというのも重要で
したが、その一方で、AIによって業務を効
率化できる領域を適切に識別して、公認
会計士業務全体の効率化・高度化を図る
ことも非常に重要な課題であると考えて
おりましたので、本研究にご協力させてい
ただくこととしました。

3.	 本研究における調査

結城　それでは、本研究の中身について
具体的に振り返ってまいりましょう。まず
は、本研究の全体像について、星野先生と
上野先生からご説明をお願いできますで
しょうか。
星野　まず、対象とした業務ですが、今
回の調査では監査業務に限定させていた
だきました。公認会計士が他に実施して
いるコンサルティング業務や税務業務は
性質が異なる業務であり、これらの業務
も一括りにする場合、かなり複雑な調査

図 1  調査の概要

星野 崇宏氏
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設計となることが予想されましたので、公
認会計士が代表的に実施する業務である
監査業務のみとしました。
上野　本研究の目的をざっくり説明する
と、監査業務を細分化してそれぞれのAI
等への代替可能性評価を行い、代替可能
性が高い領域を明らかにする一方で、監

査法人における人事評価の傾向を分析
し、代替可能性が高い領域では人事評価
上の重要性が低いことを示した上で、重
要性が低い領域に費やしていたリソース
をAI等に代替する代わりに重要性が高い
領域にシフトさせたときに、監査業務全
体の生産性が向上することを示すという

ものになります。調査に必要な情報につ
いては、大手２法人・準大手２法人の計４
法人にご協力いただき、それらの監査法
人に所属する公認会計士を、監査責任者、
主査、補助者の３階層に分類した上で、
ウェブサイト上のアンケートにご協力い
ただく形で入手しました。

図 2  主査業務の細分化

図 3  補助者業務の細分化
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星野　AI等への代替可能性を評価する
に当たって、協会の方と相談の上、主査と
補助者が実施する業務をそれぞれ10項
目に分類しました。まず、これらの業務項
目についてAIPセンターにおいて代替可
能性の評価を行いました。
上野　今回は主査と補助者が実施する
業務を対象とすることにしました。監査
責任者が実施する業務は、経営層とのコ
ミュニケーション等、AIに代替不能な業
務が大半を占めていると考えられる等の
理由から、代替可能性が低いことは自明
であると考えられたためです。
紫垣　この業務の代替可能性の評価に当

たっては、協会からAIPセンターの先生
方に対して業務内容の詳細な説明を行い
ましたね。
星野　その点は非常に重要なポイントで
す。前述のFrey and Osborne（2013）
の論文では業務に関する知識がなくイン
プットもされていないAI研究者によって
代替可能性の評価が行われていましたが、
本研究ではAIPセンターの学者が監査業
務の内容について十分に理解した上で分
析を行ったという点で有用な結果が出た
ものと自負しています。また、分析の際に
はデルファイ法１を用いることでより精緻
な分析となるよう心がけました。

図 4  主査業務の分析結果

図 5  補助者業務の分析結果

上野 雄史氏
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上野　次に、監査法人へのアンケート調
査を通じて、10項目に分類した業務項目
の人事評価上の重要度や労働時間につい
て調査を行いました。人事評価上の重要
度に関する調査に当たっては、コンジョイ
ント分析２という手法を用いて分析を行っ
ています。
紫垣　具体的には、定型的な監査手続の
実施に長けた公認会計士よりも、監査上
の重要事項にかかる検討及び判断に長け
た公認会計士の方が評価を得やすいと
いった傾向の有無を分析したということ
ですね。
星野　この人事評価上の重要度とAI等
への代替可能性を比較した結果が前頁の
図４と図５となります。これを見ると、主
査が実施する業務については、AI等への
代替可能性が低いほど人事評価上の重要
度は高くなるという綺麗な逆相関の関係
がみられるのですが、補助者については
それほどでもありません。
紫垣　こちらの分析結果については、実
務を行っている立場からもおおむね違和
感のないものとなりました。気になったの
は、補助者が実施する業務については人
事評価上の重要性とAI等への代替可能
性に主査ほど明確な相関関係がみられず、
特に証憑突合については想定外の結果と
なった点ですね。たしかに、証憑突合は単
なる機械的なチェックではなく、差異を発
見した場合等、監査人の職業的判断を要
する重要な領域でもあります。実際にAI
等を活用するに当たっては、こうした点も
考慮して業務の細分化、再設計を行うこ
とが重要ということなのでしょうね。
上野　本研究では様々な制約から業務を
10項目に分類した上で調査を設計しまし
たが、今後詳細な研究を進めていけば、よ
り有用な結果が出るかもしれません。
星野　本研究では、監査業務の一部を
AI等に代替させた場合を仮定して、ど

の程度生産性が向上するかに関するシ
ミュレーションも行いました。その結果、
主査業務は10年後に32.0%、30年後に
42.5%、補助者業務は10年後に48.4%、
30年後に58.0%生産性が向上する可能
性があると評価されました。
紫垣　AI等を監査業務に適用するに当
たっては、開発・実装に係る時間・コスト
の制約や、被監査会社の協力など様々な
課題が存在するため、実際は本研究で導
き出された数値よりも緩やかなものにな
ると思いますが、それでもやはりAI等の
活用により大きく効率化を図ることがで
きることを示唆する結果となりましたね。

4.	 本研究の結果を受けて

結城　本研究の結果をまとめると以下の
ようになります。
・�　監査業務については一部AI等を利

用して効率化できる領域が存在する一
方で、AI等への代替が困難な領域も存
在しており、そうした領域については
専門家としての能力が引き続き求めら
れること

・�　将来的に監査業務の一部をAI等に
よって効率化した場合、大幅に業務の

生産性の向上が見込まれること
このような結果が出ることはある程度

予測できていましたが、実証的な調査に
基づいた具体的な結果が示されたのは
大きなことだと思います。監査業務のテ
クノロジー化は監査法人の重要な経営
課題の１つですが、研究報告書の結果は
監査法人の経営層の方々にも響く内容に
なったのではないでしょうか。さて、本
研究を通じた感想をうかがってまいりた
いと思います。まず、上野先生、いかがで
しょうか。
上野　今回、調査設計をする中で１つ課
題として挙がったのが、現状の監査業務
を前提としてAI等の活用による生産性向
上のシミュレーションを行ってよいのか
どうかという点です。テクノロジーの加
速的な進展により監査対象となる被監査
会社、ひいては経済社会に大きな変革が
生じた場合、既存の監査業務の枠組みす
ら変革する可能性も想定されます。緻密
な将来予測を行う上では、こうした可能
性も想定して調査設計ができればよかっ
たのですが、そうすると実証的な分析を
行うのが難しくなるということで断念し
た経緯があります。今後はそうした部分
も含めて研究を行っていければよいので
はないかと考えています。
紫垣　監査業務の枠組みの変革という観
点でいえば、昨今、国際会計士連盟（IFAC） 
においてもテクノロジー対応が大きなテー
マとなっています。例えば、国際会計士倫
理基準審議会（IESBA）からは、2022年
２月にテクノロジーに焦点を当てた倫理
規程の改訂に関する公開草案が公表され
ていますし、国際監査・保証基準審議会

（IAASB）においてはISA500“Audit 
evidence”の改訂作業においてテクノロ
ジーを利用した監査手法を通じて得られ
た監査証拠の証拠力に焦点が当てられる
など、デジタル社会に対応した基準の整

紫垣 昌利氏
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備が進んでいます。また、実務においても、
テクノロジーを活用した監査手法の開発
は進められていますが、監査に用いるデー
タの形式が標準化されておらず適用が難
しい等の課題が生じているような状況で
す。テクノロジーを活用した高品質かつ
効率的な監査を実現するために、むこう
10年でこうした課題への対処を行ってい
かなければならないというのが実感です。
結城　本研究では監査業務にテーマを絞
りましたが、公認会計士が実施する業務
は、その他の保証業務、コンサルティング
など多岐にわたります。AI等の活用によ

る監査業務の効率化が達成されれば、監
査業務以外の領域に経営資源をシフトす
るという傾向もでてくるのではないでしょ
うか。
紫垣　今回の監査法人に対するアンケー
トでは、公認会計士が実施している、また、
今後普及する可能性のある業務を７項目
ピックアップし、将来的に社会からの期待
がどの程度増加又は減少するかという
テーマで意識調査を実施しました。この結
果を見ると、伝統的な財務諸表や内部統
制に対する保証以上に、新たな領域に対
する保証や合意された手続等、不正調査、

指導的機能・情報提供機能の発揮に対す
るニーズが見込まれると考えられている
ことが分かります。こうした新たな業務領
域にどのように取り組んでいくかというの
は、今後大きな課題になってくるでしょう。
星野　先ほど、「各職種へのAIによる影
響を適切に評価することで、効果的な労
働政策・教育政策の策定に役立てたい」
旨をお話しましたが、今回の分析結果を
受けて、特に今後の教育政策について協
会はどのようにお考えでしょうか。
紫垣　AI等のテクノロジーを活用するに
当たって、まずはツールを開発する技術

本研究に携わったメンバー（写真中央奥左から、上野雄史氏、星野崇宏氏、加藤 諒氏。向かい側左から、結城秀彦氏、紫垣昌利氏、中村元彦氏）

図 6  公認会計士業務に対する社会からの期待の増減に係る将来予測
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力、適切に分析を行うための統計的な知
見などが必要になるでしょう。少なくとも
ツールを使いこなすだけの最低限のＩＴ
リテラシーは必要です。ですので、こうし
たスキルを特定して教育プログラムの策
定を行っていく必要があると思います。
また、AI等の活用によって、従来補助者
が実施していた証憑突合のような業務を
人間が行う必要がなくなった際に、どのよ
うな作業を通じて年次の浅い公認会計士
に専門家としてのスキルを習得させてい
くかという点は大きな課題になると思い
ます。いずれにせよ、公認会計士に求めら
れるスキルセットは大きく変容していく
ことになるでしょう。例えば、昨今、米国
公認会計士協会（AICPA）では試験制度
の改革がなされており、ＩＴ領域のスキル
セットがより重視されるようになっていま
す。我が国においても、公認会計士に求
められるスキルセットの再定義と適切な
教育プログラムの策定は2022年3月に公
表したビジョンペーパー2022でも大きな
課題として扱われています。

5.	 おわりに

結城　本日は長時間にわたり活発な議論
をありがとうございました。最後になりま
すが、星野先生からメッセージをお願い
できますでしょうか。

星野　AI等を活用した業務の効率化は、
経済社会全体が向き合うべき課題だと思
います。今回、協会にはこの課題に真摯に

向き合っていただき、公認会計士業界と
しての一定の方向性を打ち出すことがで
きたのは大きな成果であるといえるでしょ
う。特に、昨今は新型コロナウイルスの感
染拡大に伴うリモートワーク促進など、社
会全体でテクノロジー化の機運が高まっ
ています。本研究の成果がそうした動き
を後押しできれば非常にありがたいと考
えています。
結城　ありがとうございます。我々とし
ても本研究の成果を受けて、さらなる調
査研究、施策の検討に取り組んでまいり
たいと思います。

〈注〉
１　対象のテーマについて複数の専門家に対し
て調査を行い、他の専門家の意見をフィード
バックし再度同様の調査を実施するというも
ので、これを繰り返すことで調査結果を収束
させ、その結果を利用するという手法

2　全体の選好（全体効用）を、属性ごとの選好
（部分効用）に分解し、どの属性が重視され
ているかを判別するための手法

結城 秀彦氏
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